農用地利用計画変更の申出について

■ 共通書類   ※副本はコピー可   ※軽微変更の場合は正１部で可
１．様式第11－1号　農用地利用計画変更事前審査調書 …（正１部・副１部）
　　または、
様式第11－2号　農用地利用計画変更事前審査調書 …（正１部・副１部）

　　　※別紙「農用地利用計画変更事前審査調書の記入について」参照

２．様式第11－3号　農用地利用計画変更事前調書補足資料及び位置図

…（正１部・副１部）
　　　※分家住宅等は所有地の中から除外できない理由を１筆ごと明記する。
　　　※事業等は申出地以外の候補を記載し、除外できない理由を１筆ごと

明記する。

３．位置選定の理由書及び経緯書 …（２部）別添様式４を使用
　　　　※代替するべき土地がないことの説明をすること。また、農用地区域外の土地を所有している場合は、それらの土地に立地できない理由を整理すること。

４．代替性の検討表　…（２部）別添様式５を使用
５．土地登記簿謄本（全部事項証明書）…（正１部・写1部）

６．位置図（縮尺1/10,000程度の図面）…（２部）
７．案内図（縮尺1/2,000程度の図面） …（２部）
※計画地の位置について、鉄道駅、インター、市役所、学校等の市に

おける周辺主要施設を含めて、図示すること。
８．計画地土地利用現況図 …（２部）
　　　※縮尺1/2,000程度の図面に、転用候補地に係る道路、農業用用排水路、
　　　　生活用排水路等を明示する。
９．計画地周辺土地利用状況図(現況色塗り図)　…（２部）
※縮尺1/2,000程度の図面に計画地周辺における農用地区域（田・畑・樹園地・農業用施設用地・山林）、農用地区域外農地、宅地などの土地利用の状況がわかるように明示すること。
※計画地土地利用現況図と併用して図示することも可。
10．公図写し（法務局発行）…（正１部・写1部）
※計画地及び隣接地の地目・地積・所有者を記入すること。
11．計画平面図　…（２部）
※計画地における施設等の配置を、縮尺1/500～1/2,000程度の図面に　明らかにするとともに、施設の用途別面積一覧表を添付すること。
また、同図面において計画事業に係る道路、排水系統などの計画も　　併せて明らかにする。
12. 建物等設計計画図　…（２部）
※住宅・工場・農業用施設等の計画平面図、計画立面図　など
13．農用地区域除外の申出に伴う承諾書
（地元自治会・部農会）…（正１部・写1部）別添様式６を使用
14. 農用地区域除外の申出に伴う承諾書
（隣接地所有者・耕作者）…（正１部・写1部）別添様式７を使用
※道路水路等を挟んで申出地に近接する農地についても、必要に応じて　　　土地所有者・耕作者の承諾書を提出していただく場合があります。
15．軽微変更の申出に伴う承諾書
（地元自治会・部農会）  …（正１部）別添様式８を使用
16. 軽微変更の申出に伴う承諾書
（隣接地所有者・耕作者）…（正１部）別添様式９を使用
17．確約書（農用地区域除外用）…（正１部・写1部）別添様式10を使用

18．確約書（軽微変更用） …（正１部）別添様式11を使用
19．土地所有者の農業経営状況  …（２部）別添様式12を使用
20．事業スケジュール表　…（２部）別添様式13を使用
21. 計画地の現況写真（カラー）…（２部）
　※全体が分かるように撮影し、実線で囲むこと。

■ 分家住宅・農家住宅等の場合の追加書類
22．住民票（家族全員分）…（正１部・写1部）
23．名寄帳（申出者本人のもの）…（正１部・写1部）
※父母・祖父母の分も必要に応じて提出する。

24．資金証明書（残高証明・融資証明等）…（正１部・写1部）
※金融機関から正式な資金証明書の交付が受けられない等の場合には、

「自己住宅用資金計画書（別添様式14）」を使用してください。
25．申出者と土地所有者との関係を確認できる書類　…（正１部・写1部）
※戸籍謄本、住民票など

26．借家証明または賃貸借契約書の写し　…（２部）

27．その他必要な書類　…（２部）
　※にじみ出しの場合は50戸連たん図　など
■ 事業等の場合の追加書類
28．事業計画概要書　…（２部）別添様式15を使用
　　　※現在の事業内容、転用に関する事業の内容を記入する。
29．事業計画新旧比較表　…（２部）別添様式16を使用
※事業計画が、移転や拡張の場合については、計画事業と現事業の
内容やその増減について対比する。
30．会社の登記簿謄本、定款、印鑑証明書　…（正１部・写1部）
31．予算書、決算書、貸借対照表等　…（２部）
32．役員会議事録等（申出事業に係るもの）…（２部）

33．資金証明書（残高証明・融資証明等）…（正１部・写1部）

34．その他必要な書類　…（２部）　※参考資料　など
■ 軽微変更の場合の追加資料
35．名寄帳（申出者本人のもの）…（１部）
※父母・祖父母の分も必要に応じて提出する。
36．申出者と土地所有者との関係を確認できる書類 …（正１部）
※戸籍謄本、住民票など

37．【法人の場合】法人の登記簿謄本、定款、印鑑証明書  …（正１部）
38．【法人の場合】予算書、決算書、貸借対照表等        …（１部）
39．【法人の場合】役員会議事録等（申出事業に係るもの）…（１部）
40．事業計画概要書　…（１部）別添様式15を使用
　　　※現在の事業内容、今後の事業計画内容を記入する。

41．事業計画新旧比較表　…（１部）別添様式16を使用
※事業計画が、移転や拡張の場合については、計画事業と現事業の
内容やその増減について対比する。
■ その他の追加資料
42．抵当権(根抵当権)者・仮登記権者の承諾書　…（正１部・写1部）
※申出地にこれらの権利が設定されている場合は、権利者の同意書、　　それらの権利者との間で権利の抹消又はそのままの権利状態で転用を行うことについて同意が得られている旨の転用事業者の申立書又は　転用事業者がこれらの権利の設定について承知している旨の申立書を添付する。
43．土地改良区などの意見書　…（正１部・写1部）

44．災害危険区域内における建築制限解除通知書　…（写２部）
■ 各課確認に関する書類
45．農用地区域除外等に係る事前各課確認表　…（１部）別添様式17を使用
      ※除外申出に先立ち、必ず他法令との調整協議をしてください。
※関係各課との調整を行い、確認表に担当係の承諾印をもらってから
農政課に提出してください。
　　　※その他必要に応じて関係部署との調整協議をしてください。
        (例えば、水道、下水道、文化財、交通防災、土地改良区など)

※県との協議により、上記以外の書類を提出して頂くこともあります。
農用地利用計画変更申出　添付書類

■ 共通書類 　※軽微変更の場合は正１部で可
	№
	書　類　名
	所定

様式
	部数

	１
	農用地利用計画変更事前調書
	様式第11-1号
または
様式第11-2号
	正・副

1部ずつ

	２
	農用地利用計画変更事前調書補足資料
及び位置図
	様式第11-3号
	正・副

1部ずつ

	３
	位置選定の理由書及び経緯書
	様式４
	２部

	４
	代替性の検討表
	様式５
	２部

	５
	土地登記簿謄本（全部事項証明書）
	－
	正１部　写1部

	６
	位置図（縮尺1/10,000程度）
	－
	２部

	７
	案内図（縮尺1/2,000程度）
	－
	２部

	８
	計画地土地利用現況図
	－
	２部

	９
	計画地周辺土地利用状況図(現況色塗り図)
	－
	２部

	10
	公図写し（法務局発行）
	－
	正１部　写1部

	11
	計画平面図（1/500～1/2,000程度）

※排水系統を図示すること
	－
	２部

	12
	建物等設計計画図
	－
	２部

	13
	農用地区域除外の申出に伴う承諾書

（地元自治会・部農会）
	様式６
	正１部　写1部

	14
	農用地区域除外の申出に伴う承諾書

（隣地所有者・耕作者）
	様式７
	正１部　写1部

	15
	軽微変更の申出に伴う承諾書

（地元自治会・部農会）
	様式８
	正１部

	16
	軽微変更の申出に伴う承諾書

（隣地所有者・耕作者）
	様式９
	正１部

	17
	確約書（農用地区域除外用）
	様式10
	正１部　写1部

	18
	確約書（軽微変更用）
	様式11
	正１部

	19
	土地所有者の農業経営状況
	様式12
	２部

	20
	事業スケジュール表
	様式13
	２部

	21
	計画地の現況写真（カラー）
	－
	２部


※裏面あり

■ 分家住宅・農家住宅等の場合の追加書類

	№
	書　類　名
	所定

様式
	部数

	22
	住民票（家族全員分）
	－
	正１部　写1部

	23
	名寄帳（申出者本人、必要に応じて父母、祖父母）
	－
	正１部　写1部

	24
	資金証明書（残高証明・融資証明等）
※必要に応じて「自己住宅用資金計画書」を使用
	様式14
	正１部　写1部

	25
	申出者と土地所有者との関係を確認できる書類
	－
	正１部　写1部

	26
	借家証明または賃貸借契約書の写し
	－
	２部

	27
	その他必要な書類
	－
	２部


■ 事業等の場合の追加書類

	№
	書　類　名
	所定

様式
	部数

	28
	事業計画概要書
	様式15
	２部

	29
	事業計画新旧比較表
	様式16
	２部

	30
	会社の登記簿謄本、定款、印鑑証明書
	－
	正１部　写1部

	31
	予算書、決算書、貸借対照表等
	－
	２部

	32
	役員会議事録等（申出事業に係るもの）
	－
	２部

	33
	資金証明書（残高証明・融資証明等）
	－
	正１部　写1部

	34
	その他必要な書類
	－
	２部


■ 軽微変更の場合の追加書類

	№
	書　類　名
	所定

様式
	部数

	35
	名寄帳（申出者本人、必要に応じて父母、祖父母）
	－
	１部

	36
	申出者と土地所有者との関係を確認できる書類
	－
	正１部

	37
	【法人】法人の登記簿謄本、定款、印鑑証明書
	－
	正１部

	38
	【法人】予算書、決算書、貸借対照表等
	－
	１部

	39
	【法人】役員会議事録等（申出事業に係るもの）
	－
	１部

	40
	事業計画概要書
	様式15
	１部

	41
	事業計画新旧比較表
	様式16
	１部


■ その他の追加書類

	
	書　類　名
	所定

様式
	部数

	42
	抵当権(根抵当権)者・仮登記権者の承諾書
	－
	正１部　写1部

	43
	土地改良区などの意見書
	－
	正１部　写1部

	44
	災害危険区域内における建築制限解除通知書
	－
	写２部


■ 各課確認に関する書類

	
	書　類　名
	所定

様式
	部数

	45
	農用地除外等に係る事前各課確認表
	様式17
	１部


※県との協議により、上記以外の書類を提出して頂くこともあります。
①受付期間　


【農用地区域除外】


　年２回（8月1日～8月31日、3月1日～3月31日）


※変更になる場合は、課窓口や広報紙等でお知らせします。


【軽微変更】


随時（ただし定期変更・随時変更の手続き期間を除く）





②提出場所　袋井市役所３階　農政課　農地利用係


※申出書類はクリップ等で留めてください。








